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はじめに
　日本の人口は、平成 27 年 10 月 1 日現在で 1 億 2,709 万 5 千人となった1。
5 年前と比べ 96 万 3 千人の減少となり、調査開始以来初の人口減少となった。
その中でも顕著なのは地方の人口減少である。都道府県レベルで前回調査よ
りも人口が増加したのは、沖縄県、東京都、埼玉県、愛知県など 8 都県であ
り、残り 39 道府県では減少し、市町村レベルでみても全国 1,719 市町村の
うち 1,419 市町村で人口が減少している。
　転じて、日本の経済動向を見ても、1990 年以降企業の設備投資が進んで
おらず、企業の生産性の上昇は抑制され、潜在成長力も低迷している2。現在
の設備投資水準は、将来の消費水準を考慮に入れて決定されると考えると、
このような設備投資水準の低迷は、将来の消費水準が現在の水準から大きく
高まらないとの予測の反映であると言える。このことは人口が長期的な減少
局面に入っていることからもうなずける。また、成長会計から見ても、労働
力人口の寄与がマイナスとなっていることから経済成長の低下は必至であ
る。それを補うのが技術進歩率（全要素生産性）である。アベノミクスで期
待されている規制緩和など第三の矢がこの技術進歩率の貢献に期待される。
しかし、この技術進歩率は、2000 年代に入り、製造業では回復がみられた
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1 総務省『平成 27 年国勢調査』平成 28 年 10 月 26 日
2 内閣府『平成 25 年版　年次経済財政報告』平成 25 年 7 月
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ものの、非製造業ではマイナスからわずかなプラスに転じたにすぎない3。日
本の産業別 GDP（経済活動別 GDP）統計でみた付加価値シェアでは、製造
業は全体の 20% 程度である。技術進歩率が低迷したままの非製造業が国内
産業構造の大宗を占める日本では、将来の経済成長の持続は困難となる。さ
らなる高い生産水準に向けての成長から現在の高い生産水準の維持へと考え
方自体を修正していく必要があるのかもしれない 4。
　しかし、地方の人口減少という環境条件に直面した場合に、当事者たる地
方自治体は何もせずあきらめるのだろうか。地方自治法 1 条の 2 の法目的に
あるように、地方自治体は、このような環境条件に立たされた時こそ、「住
民の福祉の増進を図る」ために、経済活性化、コミュニティーの再活性化、
健康づくり等地元力を高める政策を強めるという発想に立つようである。こ
の地元力を高める政策が地方自治体の幸福政策となり、さらに、幸福度指標
を策定するような動きとなっているのである5。
　本稿では、その地方自治体の幸福政策や幸福度指標の望ましいあり方につ
いて、幸福度指標と住民の主観的幸福感の関係を含めて既存の研究を基に整
理を試みることとする。
1．地方自治体の幸福政策と幸福度指標の関係
　以下では、3 つの地方自治体の幸福度指標を取り上げた上、主観的幸福感、
幸福政策（施策）、幸福度指標との関係を明らかにする。その際に注目する
視点は、①主観的幸福感の位置づけ、②幸福施策の決定主体、③幸福施策の
評価方法といった点である。
3 内閣府『平成 27 年版　年次経済財政報告』平成 27 年 7 月
4 日本経済新聞 2014 年 12 月 9 日 朝刊 齋藤誠氏　同旨発言。
5 幸せ経済社会研究所「自治体の幸福度や（真の）豊かさ等の指標化や政策目
標への考慮状況に関する調査」（2012 年 9 月）では 23 の自治体が指標づくり
をしているとされている。また、東京都荒川区が事務局となり、住民の幸福
実感向上を目指す基礎自治体連合が「幸せリーグ」を組織している。
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1-1．新潟市 6
　新潟市都市政策研究所は 2007 年から市民の幸福についての研究を開始し、
新潟市民の幸福度達成度合いを客観指標で示す試みを行った。その指標であ
る Net personal happiness （NPH）は、成長期・壮年期・高齢期の 3 つのラ
イフステージごとの「目指すべき姿（＝生活課題）」を定義し、これらの定
義に対応する 30 の客観的アウトカム指標で市民の幸福度を測ろうとしたも
のである。例えば、成長期であれば、子どもたちが、閉じこもったり非行に
走ったりせずに、健やかに育つ（子供たちが恵まれている）こと、安心・安
全な地域社会の中で、温かい家庭を築き、子どもを産み育てる（安心・安全・
暖かい家庭）ことが目指すべきライフステージの姿であり、それを表す客観
指標の一つとして 0 － 4 歳児の 1000 人当たり死亡者数などが取り上げられ
ることになる。ここで決定された「目指すべき姿」は、有識者が主体となり
選択したもので、必ずしも市民が選択したものではない。なぜそれでよいの
かというと、幸福感は個々人の主観によって異なるものでありすべての要素
を完全に定義することは困難だとの考えの下、「目指すべき姿」は人々が幸
福であるための必要条件であり十分条件ではないとの考え方を取っているか
らである。他方、客観指標で施策を評価していることから、新潟市民にとっ
て、何がどの程度他市に比べ NPH で充実しているかを測ることができる。
　つまりこの指標は、市が、有識者の考えた市民の一生の幸福の最低限の条
件を施策として実現できる能力を備えているか、その能力が他市と比べてど
うか、そして改善しているかを客観指標として示すことを目的としていると
言える。
6 千田俊樹 = 玉村雅敏「市民の幸福度（NPH：Net Personal Happiness）評価に基
づく、生活者起点の公共経営」新潟市都市政策研究所　「研究活動報告書 2010」
 https://www.city.niigata.lg.jp/shisei/seisaku/toshi_ken/report.files/
houkokusyo2010_7.pdf
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1-2．熊本県 7
　熊本県の幸福度指標 AKH（Aggregate Kumamoto Happiness）は、まず、
実現すべき幸福の大枠が県の計画として決められる。その上で、住民に対す
る質問紙調査により、決められた県の幸福施策の 4 つ（「夢を持っている」「誇
りがある」「経済的な安定」「将来に不安がない」）のどれを重視するかの度
合い（重要度）を 10 点満点でウエイト付けてしてもらい、さらに、各施策
と関連すると考えられる 12 の項目（幸福要因）に対する満足度（実感や考
え）を 5 段階（「感じている）～「感じていない」または「持っている」～
「持っていない」）評価で聞くことになっている。例えば、「家族関係」では「あ
なたは、家族で叶えたいことや、家族に叶えてもらいたいことなど、家族の
ことで将来の夢を持っていますか 」といったことを、「持っている、持って
いない」の 5 段階から選択してもらう。これを集計・平均したものを各幸福
要因（≒施策）への「満足度」と捉え、それを幸福施策の 4 つのウエイトで
さらに集計することで AKH が策定される。つまり、この指標は、県の幸福
施策に対する重要度と施策に対する主観的評価（満足度）を聞くことで、県
の幸福施策の総合評価を行っているといえる。他方で、県は、同時に直観的
な幸福度（主観的幸福度）についても質問を行っており、「直観的な幸福度」
と各幸福要因に対する満足度との間に関係があるかどうかを調べている。こ
れは施策の満足度が主観的幸福感とどの程度関係しているかを調べているも
のである。その結果は、それぞれの間の相関係数が、何れも 0.2 を超え 1％
水準で有意であることが確認できたとされている8。ただし、関係を確認した
ものの、その結果をどのように活かしているかは明らかではない。
7 熊本県『平成 25 年度県民総幸福量（AKH）に関する調査結果について』
 http://www.pref.kumamoto.jp/kiji_4484.html
8 熊本県『｢県民幸福量を測る指標の作成に係る調査研究」報告書』
 https://www.pref.kumamoto.jp/common/UploadFileOutput.ashx?c_
id=3&id=4483&sub_id=1&flid=2&dan_id=1
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1-3．福岡県 9
　福岡県では、「施策の目標」のチェックという形で、県民の幸福度を測定
するとの考えに立っている。その方法は、まず、住民の主観的幸福感 （どう
いうときに幸福を感じるか） に関連し、かつ、政策的に対応すべき施策内容
（「安定」「安全」「安心」など 10 の事項を向上させるような施策）を決める。
次に、この 10 の施策に対する満足度（どのようなことに力を入れてほしい
ですか）を調査し、設定した目標に対する達成度のチェックを行うこととし
ている。
　つまり、福岡県の場合には、最終的には県の施策に対する主観的評価（満
足度）を聞いていることから、県の幸福施策の総合評価を行っているといえ
るが、10 の施策を選択する際に、住民自らが主観的幸福度と関連する施策
を選択している点で、主観的幸福感が施策の主観的評価と間接的に結び付け
られていることになる。ただし、これとは別に県民意識調査により幸福実感
（主観的幸福感）が調査されているが、両者をどのような関係で利用してい
るのかは明らかではない。
1-4．主観的幸福感と幸福度施策の指標との関係
　以上 3 つの地方自治体の例を見てきたが、これを前述の視点からまとめて
みると、①有識者や地方自治体自体が決めた幸福施策の達成度を客観指標や
主観指標（満足度）で捉える単独施策評価型、②基本は①の単独施策評価型
だが、それとともに住民の主観的幸福感を調査している型、③住民の主観的
幸福感に施策の達成度を客観指標や主観指標（満足度）で間接的に結びつけ
る型がみられることがわかる。これを、簡略化して図示すると以下のように
なる。
9 福岡県 幸福度に関する研究会『県民幸福度日本一を目指して～福岡県の取組
について～（報告書）』平成 23 年 9 月
 http://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/60552_16158846_misc.pdf
232443_首都大_都市政策_第11号-4校.indb   5 2017/03/07   19:06:00
都市政策研究　第 11 号　2017 年
6
インプット
（原因・決定要因）
・所得
・子供
・労働
・余暇
・配偶者
などの決定要因の
問題
（潜在的ニーズ）
主観的
幸福感
・自己回答
・客観把握
などの測定の
仕方
政策指標
・産業活性化
・待機児童者数
減少
・残業時間
・離婚率
・政策満足度
政策目標/経営指標
　つまり、左の Box に主観的幸福感がある。これは人々の心の中に存在す
るが、何らかの規定要因があると考えられる（中央の Box）。一方、その主
観的幸福感の規定要因に対応した行政ニーズが考えられる。例えば、主観的
幸福感が所得によって増大させられるのであれば、行政に対して財政政策の
発動を求めたり、社会保障給付の増額を求めたりするニーズがある。このよ
うなものが“幸福施策”と称されているのであれば、その達成度合いや政策
実施の満足度は、幸福施策の評価指標（幸福（施策）指標）となる（右の
Box）。①の単独施策評価型は中央のBox の行政ニーズから右のBox を注目
したもの、②は、①に加えて、別途、中央の Box から左の Box にも注目し
ているが、中央の Box 内での結びつきを考慮していないもの、③は、②に
加えて、中央の結びつきを考慮したものと言える。
　問題は、中央の Box を絡めた、両端の Box の関係がどのようになってい
るかである。つまり、主観的幸福感の規定要因と幸福施策へのニーズの中身
とがどの程度一致しているのか、施策ごとの整合性（モデルでいえばコント
ロールされた状態でパラメータの方向性が正しい方向か）といったことが問
題となる。さらに、主観的幸福感の測り方、因果関係の正しさ、政策評価の
測り方についても問題となる。
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2．主観的幸福感の測定と推計
　本稿の主題は、地方自治体の幸福政策やその指標であるから、主観的幸福
感の測定についての詳細はここでは触れない。しかし、行動経済学に依拠
した幸福の経済学の考え方は、従来の経済学や心理学とは大きく異なる点が
ある。そこで本節では、このことについてのみ述べておこう。幸福の経済学
での主観的幸福感の測定は、概ね、質問紙調査により、主観的幸福感を 0 ～
10 の間で答えてもらうなどの方法で行う。この方法で良しとされているの
は、行動経済学も含め、経済学が効用や主観的幸福感という 1 つの最適化変
数を知ることを目的としており、それが直接測定できるのであれば、心理学
のように人の感性をいちいち目に見えるものに概念化して測定する必要性は
ないと考えているからだと考えられる。このため、幸福の経済学の質問紙の
主観的幸福感の質問はシンプルにできる一方で、所得、結婚などといった多
くの人の属性データを同時に取得することができることになる10。そして、
幸福度 =f（所得 , 子供数 , 健康度合 , 結婚 , 就業 , 教育 , 年齢…）
といった因果関係を含んだ関数を想定し、主観的幸福感と所得などのデータ
をもとにパラメータを推計する。しかし、行動経済学（幸福の経済学）は、
従来の経済学の規範的研究方法と異なる記述的な研究方法を取るため、人間
行動から探索的に仮説を設定しモデルを設定することになる。このため、採
用する変数も十分研究者間で合意が得られていないものもある。また、記述
的研究では、因果関係の設定を間違う可能性もある。例えば、健康と主観的
幸福感、労働と主観的幸福感の関係などについて因果関係が不明確だとの指
摘がなされている点には注意が必要である。
10 これに対して心理学では、正確な主観的幸福感を測定することを主目的に、
構成概念を正しく表すためのいくつもの質問をすることになり、属性データ
の取得数が時間制約等から少なくならざるを得ない。
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3．幸福政策の規定要因とその指標のあるべき姿
　主観的幸福感の測定自体の問題、推計におけるモデルの問題や因果関係の
問題などがあるにしても、幸福の経済学などによって主観的幸福感とその規
定要因、例えば、所得、子供数、結婚、年齢などの関係がある程度明らか
にされたとする。この場合、所得等の規定要因が、主観的幸福感（output）
を高める（低める）関数の input となる（前図の中央の Box から左の Box
への矢印の方向）。中央の Box の中身を施策（の潜在）ニーズに置き換え
ると、幸福施策が input となり、政策の結果である住民の主観的幸福感が
output となる。しかし、主観的幸福感の規定要因としての input と幸福施
策の input が表面的に対応するものとなっていても必ずしも一致するもので
はない（たとえば、減税政策が所得の増加として確実に一致しているかとい
うと、そうとは言えないかもしれない）。また、施策の場合には、その後の
因果の経路は複雑であり、主観的幸福感の規定要因のように単独変数として
コントロールし得ない場合もあろう。このため、幸福施策により、直接主
観的幸福感が引き上げられたかどうかを直接示すことはできない。できるこ
とは施策自体の評価である何らかの output を示すことだけである。これを
右側の Box に書くとする。この右側の Box の output を測ることで、中央
の Box での対応関係（幸福施策の input と主観的幸福度の規定要因（input）
の対応関係）を通じて、間接的に主観的幸福感を測ったものとみなすのであ
る（左側の Box と右側の Box が中央の Box からスタートして一致した動き
となる）。しかし、冒頭にあげた 3 つ地方自治体の例からわかるように、実
は多くの地方自治体は、図の右側にばかり注目した幸福施策の評価指標を作
るにとどまっており、その評価指標は、幸福の経済学に基づいた科学的に決
定される主観的幸福感とは無関係なものとなっている可能性がある。最低限、
福岡県のように、施策の決定段階で、住民の主観的幸福感の内容を幸福施策
に反映させる必要があり、さらには、科学的に決定された住民の主観的幸福
感を施策に反映することが考えられるべきである。このようなことを行えば、
主観的幸福感の規定要因と施策が結びつき、政策のコントロールを通じて、
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主観的幸福感をある程度コントロールすることが可能となるかもしれない。
また、幸福施策の評価の観点からも、施策の満足度と主観的幸福度感を結び
付けることが可能となるかもしれない。例えば、幸福政策として教育施策の
一部としての図書館利用の利用者の層別（所得層、年齢、性別….）満足度
などが分かれば、それがその市町村に住んでいる人々のコントロールされた
主観的幸福感の決定要因である「教育水準」と整合的であるかどうかがチェッ
クできるようになるかもしれないのである。
　このようなことを可能とするためには、地域の人々の主観的幸福感と施策
へのニーズを丹念に調べていく必要がある。これは、主観的幸福感や幸福施
策の評価指数が地域独自のものである方が望ましいことを意味する。つまり、
真の地域の住民の幸福感を高める施策を検討する際、地域比較は指標の点か
らみても意味があるとは思われないということである。
　なお、科学的に決定される主観的幸福感を幸福施策に反映する場合には、
いくつかの注意点がある。第一は、地方自治に関連する主観的幸福感に大き
く貢献するとされるファクターである、民主化度、ガバメントの質などは、
地方自治体の具体的施策として何を行うべきか明らかとならないものがあ
ることである。第二に、主観的幸福感の要因となることが分かっていても、
宗教などのように施策として対応できないものもあることである11。第三に、
技術的な問題であるが、質問紙策定の際に、施策に対応する output として、
施策の評価を主観的に測定しているのか、それとも、主観的幸福感を測定し
ているのかを明確にする必要があることである。例えば、主観的幸福感の中
には、生活・健康・労働等各分野の評価（満足度 =evaluation measures）、
ある一定期間の感情（feeling=experience measures）、人生の意味、自律性、
統制、絆といった心理的な欲求の認知（eudemonic measure）など、様々な
要素が混在しているとされる12。評価を測定しているのか、感情を測定して
11 Posner, E.A. and Sunstain, C.R., Ed. （2010）, Law and Happiness, The 
University of Chicago Press.
12 Dolan, P. et al. （2011） Measuring subjective well-being for public policy, 
Office for National Statistics
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いるのか、欲求を測定しているのかといった点を明確に意識して調査する必
要がある。
　
4．施策の評価指標の問題
　次に主観的幸福感の規定要因を幸福施策の規定要因に翻訳し、その施策の
output を測定することで、主観的幸福感が疑似的（間接的）に測定される
とした場合の問題点について考える。
4-1．客観的指標か主観的指標（満足度）か
　施策の output を測定する場合には、施策を何らかの客観的指標で捉え示
すか、あるいは、施策に対する満足度（主観指標）で示すかの問題がある。
冒頭で示した新潟市は客観指標で測定し、熊本県は主観指標で測定していた。
また、幸福政策への取り組みが有名な荒川区の幸福度指標（Arakawa Gross 
Happiness）は、主観的指標で測定した上、参考指標として客観的指標と主
観指標の両者を取り上げることとしている。それでは、施策の output はど
のような指標で捉えるのが望ましいのであろうか。
　この問題についての先行研究を多く取り上げている野田（2013）13 は、施
策の評価をするに当たって、主観指標と客観指標による評価とでは異なり
（Brudney and England（1982））14、行政サービスに対する満足度 （主観指標）
とアウトプット指標等の相関は見られない（Kelly and Sweindell（2002））15
13 野田遊（2013）『市民満足度の研究』日本評論社
14 Jeffrey L. Brudney and Robert E. England （1982）, Urban Policy Making 
and Subjective Service Evaluations: Are They Compatible? ,Public 
Administration Review Vol. 42, No. 2 （Mar. - Apr., 1982）, pp. 127-135
15 Janet M. Kelly, and David Swindell （2002）, A Multiple–Indicator Approach 
to Municipal Service Evaluataion: Correlating Performance Measurement 
and Citizen Satisfaction across Jurisdictions, Public Administration Review, 
Vol.62, Issue 5, pp.515-639
232443_首都大_都市政策_第11号-4校.indb   10 2017/03/07   19:06:01
11
地方自治体の幸福度政策と幸福度指標の望ましいあり方について（白石　賢・白石　小百合）
といったことを示している16。つまり、主観的幸福感の規定要因を施策の規
定要因で読みかえたと考えた場合でも、その施策の評価を主観的評価で行う
と施策の output は正確に表わすことはできないことになるのである。中央
の Box から左側の Box へは、「客観」データと「主観的」幸福感との関係を
取る。他方、中央の Box から右側の Box へは、所得施策の input など「客
観」データや「主観」の施策ニーズから施策の「主観的」満足感と施策の「客
観的」達成度の両者の関係を取ることが可能である。そうであれば、中央
の Box で「客観」データがたとえ一致したものであったとしても、左側の
Box の「主観的」幸福感の動きと右側の Box の「主観的」満足感と「客観的」
達成度が乖離してしまうのは当然かもしれない。施策の output の客観的評
価、施策の output の主観的評価（満足度）、そして主観的幸福感の関係を絶
えずチェックし、どれが住民の主観的幸福感の代理変数として望ましいのか
を考える必要がある17。
4-2．合成指標としての幸福度指標
　さらには、個別施策の達成度ではなく、施策の達成度指標を合成し総合化
することで、住民幸福度という output 指標を作成している点も検討が必要
である。この合成の仕方には、単純合計によるもの、平均によるもの、何ら
かの施策の重要度（サービスの重要度、予算配分額、主成分分析・因子分析
を利用するものなど）でウエイトをつけて合計するなどがある。しかし、い
ずれであろうとも、施策の達成度としての総合指標であり、主観的幸福感と
は別物である。この施策の総合指標についても、個別の施策の指標と同様に、
住民の主観的幸福感との関係を、ウエイトも含めて絶えずチェックしていく
16 ただし、市民が日常的に感じ取りやすい、行政分野の output 客観指標は主観
指標との相関が高くなるとの実証もあるとも述べている。
17 野田（2013）では、主観的評価のその他の問題点として、①サービスの利用
経験の差により評価が異なること、②「満足度」と「不満度」ではその限界
効果が異なること、③満足度には期待が大きく影響すること、④職員による
評価と市民による評価には乖離があることが挙げられている。
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必要がある。
　また、合成に関連して、ミクロ（個人）の平均値としてのマクロ指標の問
題がある。マクロとしての地域や国の主観的幸福感としては、個人の主観的
幸福感の平均値を使うのが一般的である。しかし、特に、地方の場合、それ
でよいのであろうかという問題である。例えば、ある県の人々の所得と主観
的幸福感の関係を考えたとする。その関係の中で、一部の人は高い所得があ
るものの、その人々の主観的幸福感は平均的には比較的高いもののばらつき
が大きいとする。所得が中間レベルの人々は、所得と主観的幸福感は比例関
係にあるとする。一方、所得が低い人は、低所得にかかわらず、コミュニィー
をしっかり持っていることなどで、ばらつきがなく主観的幸福感が高いとす
る。この県の所得と主観的幸福感の平均値は、所得は中間レベル、主観的幸
福感はやや高めに出ると考えられる。しかし、この平均値はこの県の人々の
姿を適切に表現しているだろうか。実際は、主観的幸福感の平均値としての
高さは所得の低い人々のコミュニティーの連帯感に支えられ、所得の高さに
は支えられていないのである。マクロ指標にはこのような問題がある。この
ようなことからも丹念な地域分析が必要となるのである。
5．おわりに―幸福の経済学の知見と政策
　幸福の経済学や心理学などの知見を借りた施策（経済活性化、健康、文化
など）を通じて主観的幸福感に良い影響を与えることができるのであれば、
地方自治体が幸福施策を行うことが正当化される。実際、ポジティブ心理学
や行動経済学を利用した政策展開がこのような動きを後押ししている。ポジ
ティブ心理学では学校教育などでの介入を目指し、行動経済学では Nudge
を利用した健康政策等が行われている18。
18 もちろん Nudge はその量をうまくコントロールできないとか、オプション
を示すのではなく誘導ではないかといった批判もなされている。Dholakia, U. 
M.（2016）, Why Nudging Your Customers Can Backfire, Harverd Business 
Rev. APRIL 15, 2016
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　ただ、このような新しい形での施策を行うに当たって理解しておかなけれ
ばならないことは経済モデルの変化である。例えば、幸福の経済学では、所
得がある一定の程度を超えると主観的幸福感が上昇しなくなるという実証分
析が多くなされている。この説明として相対所得仮説などが唱えられている。
このことを国民所得レベルで説明すると、国民の 1 人が所得を上昇させると、
その人の幸福度は上昇するし、同時に国民の平均所得は上昇する。しかし、
一方で、その他の所得が上がらなかった多数の国民は、所得が平均所得と比
べ減少したと感じ主観的幸福感が引き下げられる。その結果、国民全体での
主観的幸福感が低下するというのである。
　このことを課税政策に当てはめたのが Layard （2005）であり、「他人の収
入増加は自身の幸福度にマイナスとなるため、所得に対する税率の引き上
げ（相対的な他人の所得減少）を行うことは、自分の相対的な収入増加とな
り幸福度の引き上げにつながる」としている。通常の経済学では、課税政策
は死荷重を生むため望ましくないとされる。しかし、幸福の経済学のように
相対的所得が重要だと考えると、課税は welfare を高めることになるのであ
る19。同様に、Boskin（1978）も、効用関数に相対消費が入っている場合には、
所得課税を通じた単純な公共支出の welfare 引き上げ効果は過小評価されて
いる（underestimate）としている20。
　既存の制度は、既存の経済学を前提に作られていることが多い。そしてそ
の既存の制度がデータからみて何らかの問題を抱えていると考えた場合に
は、政策実行者は、その制度を変更しようと考える。しかし、行動の結果で
あるデータは、既存の経済学に従っていたものかどうかはわからないのであ
る。もし、人間が合理性に基づいた効用と異なった幸福感を追求するように
なっていると、経済学は新しいものへと変わらなければならない。そうであ
れば、行動モデルもモデルのパラメータも変わり、人間の最適行動も既存の
19 Layard, R. （2005）, Happiness: Lessons from a new science, Penguin Books
20 Boskin, M.J. and Sheshinski, E. （1978）, Optimal redistributive taxation 
when individual welfare depends upon relative income., Quartary Journal of 
Economics, 92, pp589-600.
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制度で想定したものとは異なってくる。そのように考えると制度変更の必要
性も実は違って見えることもある。主観的幸福感とその規定要因を明らかに
しようとする幸福の経済学、そして幸福施策（制度）とその評価指標を見る
際には、絶えず、このような意味での検証も必要となる。
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